	自治会コード

	―


　自治協力員報告書　
　　令和　　年　　　月　　　日

（宛先）狭　山　市　長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　治　会　名

 自治協力員名
１．令和　年度自治協力員の報告について

狭山市自治協力員設置規程（昭和46年2月23日規程第41号）第４条に基づき当自治会の自治協力員を下記のとおり報告します。
また、個人情報の取り扱いについては、別紙（裏面）の内容について承諾します。

■ 自治協力員
	ふ　り　が　な
	生年月日
	住　　　　　　　所
	電話番号
	メールアドレス

	氏　　　　　名
	
	
	
	

	
	昭和
平成　　 年 　　月 　　日
令和
	
	
	

	
	
	
	
	


■ 自治会集会所（自治会館）住所　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　－　　　　　　
２．自治協力員とは
自治協力員は、市行政の円滑な運営を図るため必要と認める地域の自治会に置くもので、下記の内容で職務に就いていただきます。
　　（１）任　期
　　　　　該当年度４月１日から３月３１日まで（１年間）※途中変更がある場合は前任者の残任期間になります。
　　（２）職  務

①市と自治会との連絡調整事務に関すること
②行政刊行物の配布の調整に関すること
③市長が特に必要と認めること
　　（３）報告書の提出
　　　　　自治協力員は、年に２回（９月と３月）に自治協力員活動報告書の提出が必要となります。また、自治協力員代理者活動報告書を取りまとめて３月に提出していただきます。※自治会独自の活動を報告するものではございません。
　　（４）報 償 金

　　　 自治協力員に対しては、上記報告書の提出に基づき、自治協力員報償金を支給します。同様に代理者に関しては代理者謝礼金を支給します。

　　【別紙】
今回提出して頂いた報告を基に、自治協力員と行政との円滑な連絡を目的として自治協力員名簿を作成いたします。この名簿は行政からの通知や連絡等、自治協力員の職務に関して連絡が必要である場合に利用します。なお、個人情報の第三者への提供については提供依頼者の連絡先等を確認した上で口頭のみとし、自治協力員への連絡が職務の遂行及び、属する自治会の円滑な運営に寄与するものについてのみ提供させていただきます。名簿の配付先は名簿提供依頼の届出のあった市役所内部組織、行政関係団体とし、名簿の管理については、狭山市個人情報保護条例に基づき、狭山市で適正な管理をしてまいります。また、各自治会の会長名については、自治会の情報と共に狭山市地域ポータル「さやまルシェ」にて掲載させていただきます。
●狭山市個人情報保護条例の概要　(条例より抜粋)











　　　　　　（利用及び提供の制限） 












　　　　　　　　　　　　　　　　　　第10条　実施機関は、法令等に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害　　　するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 










　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)
　本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 










　　　　　　(2)　実施機関が法令等の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当　　な理由のあるとき。 










　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)
　他の実施機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令等の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 　　(4)　前３号に掲げる場合のほか、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理由のあるとき。 










　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する法令等の規定の適用を妨げるものではない。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　実施機関は、個人の権利利益を保護するために特に必要があると認めるときは、保有個人情報の利用目的以外の目的のための実施機関の内部における利用を特定の組織に限るものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	自治会コード

	―


　自治協力員報告書　
　　令和●年　●●月　●●日
（宛先）狭　山　市　長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　治　会　名　狭山市自治会連合会自治会
 代  表  者  名　狭山　太郎　※提出時の会長等
１．令和●年度自治協力員の報告について
狭山市自治協力員設置規程（昭和46年2月23日規程第41号）第４条に基づき当自治会の自治協力員を下記のとおり報告します。
また、個人情報の取り扱いについては、別紙（裏面）の内容について承諾します。
■ 自治協力員　
	ふ　り　が　な
	生年月日
	住　　　　　　　所
	電話番号
	メールアドレス

	氏　　　　　名
	
	
	
	

	さやま　じろう
	昭和
平成　２０年 　４月 　１日
令和
	狭山市入間川１－２３－５
	04-2953-1111
	sayama@✕✕✕

	狭山　次郎
	
	
	
	


■ 自治会集会所（自治会館）住所　狭山市入間川１－２３－５　　　名称　　狭山市役所集会所　　　電話番号　２９５３　－　１１１１　　
２．自治協力員とは
自治協力員は、市行政の円滑な運営を図るため必要と認める地域の自治会に置くもので、下記の内容で職務に就いていただきます。
　　（１）任　期
　　　　　該当年度４月１日から３月３１日まで（１年間）※途中変更がある場合は前任者の残任期間になります。
　　（２）職  務
①市と自治会との連絡調整事務に関すること
②行政刊行物の配布の調整に関すること
③市長が特に必要と認めること
　　（３）報告書の提出
　　　　　自治協力員は、年に２回（９月と３月）に自治協力員活動報告書の提出が必要となります。また、自治協力員代理者活動報告書を取りまとめて３月に提出していただきます。※自治会独自の活動を報告するものではございません。
　　（４）報 償 金
　　　 自治協力員に対しては、上記報告書の提出に基づき、自治協力員報償金を支給します。同様に代理者に関しては代理者謝礼金を支給します。

　　【別紙】
今回提出して頂いた報告を基に、自治協力員と行政との円滑な連絡を目的として自治協力員名簿を作成いたします。この名簿は行政からの通知や連絡等、自治協力員の職務に関して連絡が必要である場合に利用します。なお、個人情報の第三者への提供については提供依頼者の連絡先等を確認した上で口頭のみとし、自治協力員への連絡が職務の遂行及び、属する自治会の円滑な運営に寄与するものについてのみ提供させていただきます。名簿の配付先は名簿提供依頼の届出のあった市役所内部組織、行政関係団体とし、名簿の管理については、狭山市個人情報保護条例に基づき、狭山市で適正な管理をしてまいります。また、各自治会の会長名については、自治会の情報と共に狭山市地域ポータル「さやまルシェ」にて掲載させていただきます。
●狭山市個人情報保護条例の概要　(条例より抜粋)











　　　　　　（利用及び提供の制限） 












　　　　　　　　　　　　　　　　　　第10条　実施機関は、法令等に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害　　　するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 










　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)
　本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 










　　　　　　(2)　実施機関が法令等の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当　　な理由のあるとき。 










　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3)
　他の実施機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令等の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。 　　(4)　前３号に掲げる場合のほか、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理由のあるとき。 










　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3　前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する法令等の規定の適用を妨げるものではない。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　実施機関は、個人の権利利益を保護するために特に必要があると認めるときは、保有個人情報の利用目的以外の目的のための実施機関の内部における利用を特定の組織に限るものとする。











裏面をご確認ください。





記入例





裏面をご確認ください。








